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Abstract Tracking industry is some serious problems in human resource. Because tracking industry is 

labor-intensive indus仕yand五rmsin tracking industry are small firms in most cases. Labor-intensive 

indus町Tis low pay and hard working. Small firms in仕ackingindustry are di伍 cultin developing 

human reso班 ces.Thus indusむygroup needs to educate many employees of small firms in tr司acking

indu甜 y

1， はじめに

リーマン・ショック以降のトラック業界の現状は、トラ

ック積載量が低下していく中で、陸運各社の業績に大きな

影響を与えている。このようなトラック業界の現状を打開

し、いかにして業界全体の活性化を促すことができうるの

かということは、この業界にとって重要な課題になってい

る。

このような業界の現状を打開するために、陸運のインフ

ラ整備、手配業務上の情報システムの拡充、収益の高い輸

送事業への特化など、さまざま方策を考えることができる

が、本論文では特に業界全体の人材開発に焦点を当てる。

なぜ本論では、さまざまな経営資源の中で企業の人材開

発に焦点を当てるのか。人材開発にはその企業の長期的な

ビジョンとコストを必要とする。それゆえ、企業は各社そ

れぞれの特異な事情から長期的なビジョンを描くだけで

なく、トラック業界全体の将来像を踏まえて、長期的ビジ

ョンを描く必要がある。個別企業の利益だけでなく、業界

全体の利益を考察し、さらに社会全体の利益も考慮する研

究こそ、意義のある研究であると考えるからこそ、われわ

れは特に人材開発を焦点に当てる。

したがって、われわれはまず、トラック業界の現状を把

握し、今後の望ましい業界像を検討する。その上で、トラ

ック業界における人材開発に関して考察する。具体的に

は、今回の調査・研究のために、インタビ、ューを積み重ね

ている、東海三県におけるトラック業界の人材開発を担っ

ている「中部トラック研修センターJに焦点を当てながら、

今後のトラック業界の人材開発を展望する。
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各企業は特にトラック業界に人材開発に関してその問

題は深刻である。長期的なビジョンとそれにともなうコス

トという条件を踏まえて各社が人材開発を行うことによ

り、その都度時流のあった人材を育成するのではなく、業

界全体と個別企業の将来像、を踏まえた、理想する人材を一

貫して育成することができる。本研究はそのための一歩に

したいと考えている。

2. リーマンーショック以降におけるトラック業界

2008年 8月に起こったリーマン・ブラザーズ社の破綻

は、単にアメリカの金融業界における問題だけでなく、さ

らにアメリカ経済、全世界の経済へと深刻な影響をもたら

している。日本における貨物輸送への影響もけっして少な

くない。["国土交通月例」によれば、 08年の 8月以降、貨

物輸送量の下降傾向に歯止めがかかる気配がない。

日本トラック協会作成による「日本のトラック輸送

2008J の分類によれば、 トラック運送事業の事業形態は、

おおまかに分ければ、特別積合せ貨物運送事業、一般貨物

自動車運送事業、特定自動車運送事業、霊枢運送事業の4

業種からなっている。 4業種の違いは、 「不特定多数の荷

主の貨物を積み合わせてターミナル聞で、幹線輸送などを

定期的に行うのが特別積合せ事業で、宅配便はこの事業に

含まれ、一般貨物運送事業は、まとまった荷物を車両単位

で貸し切って輸送するのがj主であるが、積合せ輸送を行

うこともできるとしづ特徴を持つ。特定貨物運送は、品目

ごとに荷主などを限定して輸送する事業である。
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図表1 トラック運送事業の車両数男IJによる規模別事業

者数(平成 18年 3月末現在、単位・者)

資料:国土交通省

図表2 トラック運送事業の従業員数別による規模別事

業者数(平成 18年 3月末現在、単位:者)

図表 lの「車両数別による規模別事業者数」からわかる

ように、一般貨物自動車運送事業は、 (営業用)トラック

輸送業の 9割を占めている。特別積合せ貨物運送事業をは

じめ、その他の事業形態は、トラック輸送業の l割にも満

たない。

しかしながら、図表2の「従業員数別による規模別事業

者数Jをみれば、規模特別積合せ貨物運送事業は、車両数

では一般貨物自動車運送事業に遠く及ばないものの、従業

員数では300人以上を抱えている企業が多い。したがって、

一般貨物自動車運送事業および特別積合せ貨物運送事業

の動向を見れば、おおよそトラック輸送業の全体像を見て

取ることができるだろう。

一般貨物自動車運送事業(通称「一般J)は、リーマン・

ブラザーズ社の破綻(以下、リーマン・ショック)が起こ

る2008年 8月から貨物輸送量は次第に低下し、 08年 8月

から 09年 5月まで 10%ほど低下している(その後、 2009

年 5月から 22年初頭まで上昇傾向に転じる)。

特別積合せ貨物運送事業(通称「特積J)は、 「国土交

通月例」によると、一般貨物自動車運送事業貨物輸送量同

様に、 2007年から 2008年 7月までほぼ横ばいで推移して

おり、 08年 8月が急速に落ち込み、 08年 9月に反転する

という違いはあるものの、09年 5月まで多少の上下動はあ

りながらも低下し続けている。その落ち込みは一般よりひ

どく、 08年 9月から 09年 5月までマイナス 20%に達して

いる(その後、 2009年 6月から 22年初頭まで上昇傾向に

転じる)。

以上のデータを考慮すれば、 トラック業界にリーマン・

ショックが深刻な影響をもたらしているのは明白であり、

現在、リーマン・ショック以降、立ち直ろうしている。ま

た、リーマン。、ンョック直後から輸送量が低下しているこ

とから、経済上のインパクトのある出来事に左右されやす

いというトラック業界の現状を読み取ることができる。

3， トラック業界の存在意義とその特性

もちろん、トラック業界の存続や成長を無批判に肯定す

るつもりはない。トラック業界に対する顧客ニーズの低下

や代替産業の出現によって、この業界それ自体の存在意義

が問われるならば、この業界の存続や成長を考察しようと

することは絵に描いた餅にならざるを得なし、からである。

しかしながら、顧客ニーズという点では決して低下して

いるというわけではない。まず、図表 3の「トラック運送

事業者数の推移Jからもわかるように、トラック輸送に関

わる事業者数は一般、特積ともに増加し続けていることが

わかる。したがって、トラック業界における顧客ニーズの

低下も存在せず、また代替産業の出現もない。このことは

トラック業界自体が存在意義を十分に証明する事実であ

るということができる。

図表3

資料国土交通省
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つぎに、国土交通省各種輸送統計によれば、トンベースの

輪送量は、 07年度から 08年度にかけて急、速に低迷してい

る (07年度が前年度比 0.7%低下し、 08年度は前年度比

4.3%低下している)ものの、トンキロベースの輸送量(例

えば、1tの貨物を lkm運んだ場合は ilトンキロ」と表し、

このような単位で表した貨物輸送量をトンキロベー

スと呼ぶ)は、 08年度はそれほど低下していな

い (06年度が前年度比 3.4%上昇し、さらに 07年度が前

年度比 2.4%上昇し、 08年度は前年度比 2.4%低下してい

る)。

このデータにおいて注目に値するのは、輸送量および積

載量は低下しいているものの、輸送距離はこれまで増加し

つつけ、リーマン・ショック後の 08年度においてもそれ

ほど低下していないという点である。トラック業界におけ

る運ぶという機能それ自体は失われておらず、その重要性

は増すばかりであるということである。このことはトラッ

ク業界自体が存在意義を十分に証明する事実であるとい

うことができる。

4. トラック業界における人材開発の必要性

しかしながら、国土交通省各種輸送統計テータは、トラ

ック業界に次のような問題を突きつける。輸送量は低下し

ているものの、輸送キロ数が増大しているならば、その運

行にある一定のリスクがともなうと言うことである。も

し、運行上の危険性をともなうのであれば、トラック業界

の存在意義を失うことになりかねない。

もちろん、トラック業界における人材開発の必要性が唱

えられるようになったのは今始まったことではない。これ

までも下記のような(図表4を参照のこと)問題は絶えず

論じられ、そのたびに人材開発へどのように各社が努力す

べきかと言うことがたびたび議論されてきた。

図表 4トラック輸送産業の課題

① 従業員 10人未満の零細企業が多く、従業

員の高齢化(平均年

齢 43. 4歳)が進んでいる。

② 従業員は年々、微増しているものの(約

91万人)、 3Kと呼ばれるなど、知的労 l

働よりむしろ肉体労働と見なされ、すぐ

れた人材が集まりにくい(運転者の平均

勤続年数約 11年)。

③ 事業用トラックの交通事故は 8年連続で

減少しているものの、死亡者は 5，155人

であり、運行の安全性を問われることが

多い。

筆者作成

たとえば、①のような高齢化に問題に対して、若年層を

対象とした業界イメージの向上を促し、トラック輸送産業

従事者などへの教育を充実する。そして②のような肉体労

働から知的労働への転換という問題には、肉体労働から知

的サービスへの転換を促し、 運行の手配や配送先におけ

る荷物の設置など運送以外への業務を拡大する。最後に、

③のような運行の安全性に関する問題には、安心・安全を

最優先するサービスの提供を心がけ、 安全な運行や荷物

の保全だけでなく、環境・社会への配慮、にシフトする。こ

のような問題が議論されてきた。

したがって、図表④にあるような従来から存在している

トラック業界の人材開発の必要性はトラック業界の存在

意義を揺るがすまでは及ばないものの、われわれが検討し

た点と相まって、トラック業界における人材開発の必要性

は高まっているということができるだろう。

これらの諸問題を人材開発という観点からいかにして

解決し、産業を発展させることが出来るか。 今後のトラ

ック輸送産業発展のための解決策の 1つにはあらゆる面

において物流のプロフェッショナノレを育成することが重

要になっている。

5. (財)中部トラック研修センターの再編

どのようにトラック業界全体を活性化すべきか、そして

その中で人材開発がなぜ重要なのかという点に関してこ

れまで議論してきた。そして物流のプロフェッショナルを

育成するためにはどのようにすべきか、われわれの議論

は、その課題に関して検討すべき段階に入っている。

その議論の前に、図表5にある、 「トラック運送事業の

総経費の構成」を考察しよう。これを見てはっきりしてい

ることは、2003年以来、トラック運送事業の総経費の中で、

人件費がますます高騰している。現在ではかぎりなく 4

0%に近づこうとしている。特に一般管理費の人件費では

なく、運送費の人件費が増えていると言うことは、現場の

従業員の人件費が増大しているのである。

トラック運送事業の総経費の構成(単
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このことは一見すると現場の従業員の人材に比重を

おいた経営を行っているように見えるが、現実はそ

うではない。各社は決して人件費を意図して増大さ

せているのではなく、意図せずに否応なく増大して

いる。したがって、運送業者が人材開発にこれ以上

コストを費やすことはかなり難しい状況になってい

る。

それゆえ、運輸事業者は一部の例外を除いて、零細企

業であり、零細企業は自前で従業員を教育することが困難

であるということからも、運送業者それ自体で人材開

発に力を入れることは難しい。

そこで各社ではなく、業界全体で研修センターを創

設し、人材育成を行う必要性が出てくる。そのよう

な必要性の中から出てきた研修センターが東海三県、

いわゆる中部エリアのトラック協会がトラック業界にお

ける人材育成のために建設された「中部トラック研修セン

ター」である。

中部トラック研修センターの主な目的は、第一に運転者

の総合的な資質向上による安全運行の確保、第二に、トラ

ック輸送業界に活躍する優秀な人材の育成・確保がある。

一言で言えば、今後の物流を支える方を育成する物流人材

創出機関ということになる。

設置場所は、愛知県みよし市福谷町西ノj同にあり、センタ

ーの歴史および活動内容は以下の通りである(図表 6，7 

を参照のこと)。

図表6

同センターの歴史

@ 1983年 12月 「運行者等研修方式等の調査」

@ 1985年 4月 設立委員会設置

@ 1986年 4月 中部トフック協会長会議で事業計

画の説明

⑧ 1987年 6月 運営委員会・法人化設立準備委員

会設置

@ 1988年 3月 現・みよし市に用地買収完了

@ 1991年 4月 中部トフック研究センター竣工

筆者作成

図表7

同センターの活動内容

@ 業界人材の育成・ a ・・ド、フイパー研修、安全

運行確立研修、安全運転管理者研修

@ 業界の活性化・. .。父通安全教室、市民セミ

ナーの開放、物流業界

@ 父通安全確保・・・・実力養成研修、乗務員リ

ーダー研修、省エネ走行研修

@ 資質向上・資格取得・・・・物流大学校講座「物

流経営士」、物流技能専門校講座「物流安全管

理士」

筆者作成

トラック業界の現状からすれば、トラック業界における人

材開発を充実させていくためには、各社で行うと言うこと

より、むしろこのような業界が支える研修センターで行う

方が望ましいという結論に至る。つまり、運送事業者で各

社の利益の側面を重視し、その一方で業界団体に各社が寄

与しながら、業界団体にその人材育成を一部委託するとい

う形である。

さらに運送業者が各社である程度の利益をあげていき、

人材開発に力を売れることができる余裕が生まれたとき

に、はじめて自社なりのビジョンのもとに人材開発を行う

べきではなし¥かと考える。

6. 結びにかえて

業界団体が業界全体の人材開発を行うという形は、業界

の各社が思うように利益をあげることができない現状に

おいて、セカンド・ベストということができる。今後は業

界団体がさらに人材育成に力を入れながら、各社の利益を

伸ばすように方向付け、さらに、各社なりの人材開発が行

えるように教育基盤を整備する必要がある。

しかしながら、あらゆる業界団体のようなどちらかとい

えば、業界や社会といった公的な役割を縮小し、民間主導

で経済を活性化しようとする傾向がある。それゆえ、トラ

ック協会のような業界団体は批判を受けることも多い。

それゆえ、同じような業界団体の教育センターには今後

の2つの方向性が用意されつつある。選択肢の 1つは一般

財団法人化である。 具体的には、現状の事業を継続し、

さらに中型免許の支援などを行い、業界の発展に寄与す

る。しかしトラック協会への吸収される可能性がある。

もう 1つの選択肢は、公益財団法人化である。公益財団

法人化すれば、トラック運行者のみならず、より広いひと

びとの運転教育などより公益性の高い事業が必要である。

研修センターとしての独立性を維持することができる。

今後の研究は、中部トラック研修センターの協力の下

に、同センターの利用者およびトラック協会会員(約 2450

社)にアンケート調査を実施し、さらにみよし市などの地

域社会へインタビューを行うことにより、これからの社会

ニーズに合った物流人材開発イノベーション構想を提案

するとともに、新・研修センターの開発(システム改革)

案を作成したいと考えている。

今後ともトラック業界を事例にしながら、企業における

人材開発と業界において人材を育成する意義についてさ

らに検討していきたい。
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